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In order to halt the decline of the central city area in provincial cities, three laws on city planning were 
established in 2006. This study aims to obtain a basic understanding of the relationship between the location of 
the shopping centers and central city area using indicators in consideration of the project hearing survey. As a 
result, (1) Opening of the shopping center with a floor area of more than 10,000m2 was decrease and increase 
the store of smaller scale. (2) There was a split location is situated to the industrial site of the light-industrial 
district by dividing shopping center of more than 10,000 m2 floor area is sandwiched between the road. (3) 
The location of the shopping center contributes activation of the central city area so that affect the number of 
employees. 
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１． はじめに 
近年，我が国の地方都市において，中心市街地での商業
機能の低下，業務機能の低下，人口の流出等といった中心
市街地の衰退が大きな問題となっている．衰退の原因とし
て，多くの場合，郊外型大型店の影響，定住人口の流出，
後継者不足等が指摘されてきた．これらに対処するため，
1998 年に「中心市街地における市街地の整備改善と商業
等の活性化の一体的推進に関する法律」，「大規模小売店
立地法」，「都市計画法」の 3 の法律からなる，まちづく
り三法が施行された．しかし，地方都市における中心市街
地の衰退は歯止めがかからず，2006 年まちづくり三法改
正（以下，新三法）が行われた．改正都市計画法では用途
地域内だけでなく，市街化調整区域，非線引き都市計画区
域の白地地域や都市計画区域外，さらに，地方都市におけ
る「中心市街地の活性化に関する法律」（以下，新中活法）
の基本計画の認定に際し，「特別用途地区の活用による準
工業地域における大規模集客施設の立地の抑制を条件と
すること」とし，これにより地方都市における認定された
中心市街地活性化基本計画の下では大規模集客施設（床面
積 1 万ｍ2超の店舗，映画館，アミューズメント施設，展
示場等）の立地が厳格に規定された．このまちづくり三法
改正は，大規模集客施設の郊外立地を規制し，中心市街地
の活性化を図ることを一つの目的としている．しかし，郊
外立地規制に課題があるとされている．ロードサイドビジ
ネスの展開による国道沿いに大規模な駐車場を確保した
床面積 10,000m2に近似規模の出店は規制できないことが
ある 1)．さらに，道路を挟んで大型店を分割し，規制を逃
れる分割立地が懸念されている 2)．これら課題を検証し大
規模小売店舗の立地傾向を明らかにする必要がある． 
 中心市街地活性化に関する研究として，川原ら（2008）
3)は群馬県前橋市を対象に大型店が中心市街地周辺に立地
した場合，中心商店街と競合関係になるか，あるいは共存
関係になるのかをアンケートを用いて消費者意識構造か
ら明らかにしたもの，藤居ら（2008）4)は中心市街地活性
化基本計画（以下，中活計画）が国により認定されて，全
国的にも中心市街地活性化で成功している都市として注
目されている長野市を対象として，中心市街地に立地した
マンションに焦点をあて，商業者と来街者にアンケート調
査を行って中心市街地の商業活性化に対するマンション
立地の影響を明らかにしたもの，伊東ら（2012）5)は中活
計画のフォローアップ報告に着目し，目標設定の考え方や
達成度を分析したものがあり，中心市街地活性化に係る計
画，施策の研究や土地利用規制の研究等，多岐にわたり行
われている．しかし，中活計画の認定を受けている都市（以
下，認定都市）の郊外立地規制による中心市街地活性化効
果を検証したものは少なく，認定都市を複数扱い新三法の
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影響を把握したものは見られない． 
 そこで，本研究では認定都市複数を対象に第一種大規模
小売店舗（以下、大型店）の立地状況を分析し，立地規制
による課題である分割立地の検証と郊外型大型店規制に
よる立地傾向を明らかにし，各指標を用いて大型店の立地
状況との関係を整理することによって，大型店の立地が中
心市街地に与える影響の基礎的知見を得ることを目的と
する． 
 
２． 研究対象と方法 
（１）対象都市 
本研究では，大型店の立地規制に着目するため，中活計
画の認定を受けるにあたり特別用途地区等の活用により
準工業地域における大型店立地規制を行っている都市と
し，さらに認定期間が短いと効果を的確に評価できないこ
と，フォローアップ報告による目標指標を考慮することか
ら最終フォローアップ報告が行われ，第二期中心市街地活
性化基本計画に認定を受けた 20 都市（平成 25 年 6 月 28
日現在）とする．（表１） 
（２）研究方法 
まず，分析のため大型店のデータベース化を行った．東
洋経済が出版する「全国大型小売店総覧」を用いて，大型
店の店舗名，住所，床面積，届出年度，開設年度，業種を
データ化する．その住所データを東京大学空間情報科学研
究センターが提供する「CSV アドレスマッチングサビス」
を用いて届出された店舗の住所を経度緯度座標で地図上
にポイントデータ化した．ここで，立地誤差を修正するた
めに Google Map 上で確認し，修正した．次に国土交通省
国土政策局が提供する「国土数値情報ダウンロードサービ
ス」から平成 23 年度の用途地域データを取得し，各大型
店がどの用途に立地しているか把握する．さらに，中心市
街地からの距離帯で把握するため，中心市街地区域の境界 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
から 1ｋｍから 5ｋｍまで，500m 間隔で大型店立地の把握
を行った 6)．  
次に，大型店の立地特性を選定し，クラスター分析を用
いて都市の類型化を行った．そして，大型店の特徴で類型
化した都市別に各指標を用いて活性化分析を行う 7)．最後
に，各指標増減の裏付けを中心市街地活性化基本計画（以
下，中活計画）におけるフォローアップ報告と現地ヒアリ
ング調査により明らかにすることによって，新三法の影響
を明らかにする． 
中心市街地の評価指標の設定において，本研究で使用す
る指標は人口，従業者，中心市街地通行量(1）とした．設定
にあたっては，人口は都市機能の郊外化が進展する先駆け
となったのは人口の郊外化である．従業者は商業を測る指
標として有効であるとされている．中心市街地通行量は，
認定都市が中活計画における目標値に最も多く設定され
ている指標により設定した． 
 
３． 大型店立地分析 
（１）立地現況・傾向分析 
まちづくり三法改正では，住環境の保護を目的とする第
二種住居地域，準住居地域や工業の利便性を図る工業地域
において，大規模集客施設が無秩序に立地するとコンパク
トシティへの転換が困難になることや交通が集中するこ
とで住環境の悪化や工業の利便性に支障をきたすおそれ
があるため，新中活法と連携して準工業地域においても大
規模集客施設の立地が制限された．実質，10,000m2以上を
超える大型店（以下，大規模集客施設）の立地は商業地域
と近隣商業施設のみと規制された． 
大型店の立地現況と傾向を把握するため，「地域経済総覧
2012，2007，1998」(2)を用いて GIS による分析を行った．
対象都市の大型店を年代別にまとめると 70 年代から大型
店の立地が顕著に表れ，90 年代後半から床面積 40,000ｍ2
以上の大型店が立地している．これは，大規模小売店舗法
の規制緩和状態に置かれ，郊外化が一気に加速したと考え
られる 8)．新三法移行後，床面積 10,000ｍ2 以上の立地ほ
とんどはなく，大規模集客施設の立地規制という観点にお
いては機能したと言える．（図 1） 
次に，大型店の分割立地の懸念から大規模集客施設と新 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 1 認定都市概要 
認定都市 認定日（第一期） 種別
中心市街地
面積（ha）
富山市 2007/2/8 中核都市 436
青森市 2007/2/8 中核都市 116.7
金沢市 2007/5/28 中核都市 860
岐阜市 2007/5/28 170
府中市 2007/5/28 72.8
高松市 2007/5/28 中核都市 250
熊本市 2007/5/28 政令指定都市 425
長野市 2007/5/28 中核都市 200
帯広市 2007/8/27 140
高岡市 2007/11/30 340
福井市 2007/11/30 特例市 105.7
鳥取市 2007/11/30 特例市 210
鹿児島市 2007/12/25 中核都市 381
藤枝市 2008/3/12 160
大野市 2008/7/9 98
豊田市 2008/7/9 中核都市 196
大津市 2008/7/9 中核都市 160
松江市 2008/7/9 特例市 403
大分市 2008/7/9 中核都市 153
八戸市 2008/7/9 特例市 108 図 1 年代別大型店届出件数 
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三法施行後の規制を受けない床面積10,000m2未満5,000
ｍ2以上の大型店に着目する．大規模集客施設は1970年代
から増加し始め，1991年から1995年で一度減少している．
これはバブル崩壊と重なっており，景気の影響と考えられ
る．新三法施行後の2006年以降，大規模集客施設は1件に
留まり，商業系の地域に立地しているのに対して，規制を
受けない10,000ｍ2未満5,000ｍ2以上の大型店は多様な用
途で急増している．（図2） 
次に，法改正前後で商業系，工業系，住居系，その他（3）
に用途地域を分類し届出件数をまとめると三法施行後は，
工業系地域，用途地域外に割合が改正前に比べ割合が高く
なっており，本来大型店の立地が望ましい商業系地域は低
い値を示した．これは，新三法は秩序ある立地という観点
においては効果を示さなかったことが言える．（図 3） 
次に，法改正前後 6 年間の大型店届出件数を距離帯別に
まとめると距離帯は法改正前後でさほど変化がないこと
がわかる．中心市街地から 5km 以上離れると届出件数が
急上昇していることから，大型店の郊外出店が多く見られ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ることがわかる． 
以上のことから，規制を受けない大型店は郊外立地し，
分割立地が懸念される．（図 4） 
そこで，新三法の実効性の課題とされている分割立地の
検証を行った．分割立地は合計床面積 10,000m2 以上の店
舗を道路を挟んで複数に分割し，規制を逃れる立地形態で
ある． この形態であれば，大規模集客施設を郊外立地が
可能となり，新三法の実効性の確保が困難となる． 
本研究における分割立地の抽出方法として，届出年度
2007 年以降の大型店を対象とし，床面積 10,000ｍ2未満の
大型店における近接した店舗群を抽出する．次に，同主体
における店舗群を抽出し図面上で確認し，分割立地と定義
する． 
 本研究の対象都市における分割立地は青森市，帯広市の
2 都市であった．青森市は APPRE103 というイオンタウン
株式会社が運営する複合型ショッピングセンターが道路
を挟んで 3 店舗が立地している．1～3 ブロックに分かれて
おり，ブロックごとに違う全国資本の店舗が立地している．
業態は専門店，スーパー，ホームセンターと多様業態が立
地しており，合計床面積 17,021ｍ2 である．帯広市はジョ
イフルエーケーというホームセンターが2分割して立地し
ており，合計床面積は 11,778ｍ2 である．ペット園芸館と
生活館という別館方式で立地していることが検証された．
（図 5，表 2） 
 大型店の全国的な傾向として，2013 年 5 月 2 日の産経新
聞によると，大規模集客施設が減った半面，床面積 3,000
ｍ2 未満の食品スーパーやドラッグストア等の第二種大型
店が増加傾向であり第一種大型店は減少傾向である．さら
に，イオングループはこれまでの郊外出店から大都市圏へ
の出店をシフトしていると記述されており，大規模集客施
設は激減した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3 年代・大型店規模別大型店届出件数 
図 4 法改正前後距離帯別大型店届出件数 
図 3 法改正前後用途地域別大型店届出割合 
表 2 対象都市における分割立地 
図 5 分割立地状況 左：青森市 右：帯広市 
都市 店舗名
床面積
m2
合計
床面積
m2
届出年度 用途地域
中心市街
地からの
距離帯
（km）
業態
ＡＰＰＲＥ103　3ブロック
（西松屋アプレ青森店）
3123 専門店
ＡＰＰＲＥ103　1ブロック
（マックスバリュ浜田店）
5641 スーパー
ＡＰＰＲＥ103　2ブロック
（サンデー青森浜田店）
8257 ホームセンター
ジョイフルエーケー帯広
店・ペット園芸館
3402 専門店
ジョイフルエーケー帯広
店・生活館
8376 ホームセンター
青森市
帯広市
3
1.5
準工業
地域
工業
地域
2007
2009
17021
11778
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（２）立地特性による都市の類型化 
次に，大型店立地の特性を把握し都市を類型化すること
によって，大型店立地が中心市街地に与えた影響を把握す
るため，大型店指標を用いてクラスター分析を行う．クラ
スター分析に用いる指標は郊外商圏面積，重心間距離，商
業地域割合，大型店規模の 4 指標とする．都市の類型化は
原データの距離計算はユーグリッドの距離，合併後の距離
計算はウォード法を用いた． 
郊外商圏面積は標準距離計算で大型店の空間的分布特性
から幾何学的な平均中心に対してフィーチャが集中また
は，分散している度合いを床面積に重み付けし計測した．
重心間距離は中心市街地重心から標準距離計算した図形
の重心への直線距離を計測．この 2指標から大型店の集中，
分散度合や大型店の郊外度合を分類する．商業地域割合は
大型店が商業地域，または近隣商業地域に立地した割合を
算出し，秩序ある立地か行われているかを分類した．大型
店規模は 1 店舗当たりの平均床面積を算出することで，立
地する大型店の規模で分類した．（表 3） 
クラスター分析を行った結果，各指標の平均値表を元に
各クラスターの特徴によるネーミングを行った．他のクラ
スターと比べて一番高い値を赤，低い値を青で表記した．
（表 4） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
クラスター1 商業地域割合，大型店規模が共に最も小さ
く，重心間距離がクラスター2 に次いで 2 番目に小さい値
を示したことから「小規模無秩序型」と名付けた．帯広市，
鳥取市，岐阜市，豊田市，大野市，富山市，府中市，金沢
市，藤枝市の 9 都市が分類された．クラスター2 は重心間
距離がマイナスの値を示し，郊外商圏面積が 2 番目に高い
ことから，中心市街地から比較的近い距離での開発が行わ
れた都市であることが推測される．よって，「準中心開発
型」と名付けた．青森市，八戸市，高松市，福井市，大分
市，高岡市の 6 都市が分類された．クラスター3 は郊外商
圏面積がマイナスの値を示したことから「郊外縮小型」と
名付けた．長野市，松江市，鹿児島市の 3 都市が分類され
た．クラスター4 は 4 指標すべて最も高い値を示したこと
から「大規模分散型」と名付けた．大津市，熊本市の 2 都
市が分類された．（表 5） 
 
４． 各指標による活性化分析 
大型店の立地特性ごとの活性化を図る指標として，平成
22，17，12 年国勢調査地域メッシュ人口と平成 21 年経済
センサス基礎調査，平成 18，13 年事業所・企業統計地域
メッシュ従業者，各自治体フォローアップ報告による平成
20，23 年歩行者・自転車通行量を用いて分析を行った． 
平成 22，17 中心市街地人口増減率(4)と平成 21，18 年中
心市街地従業者(5)の散布図を作成すると，15 都市が第 1，
2 象限に分布しており，中心市街地における従業者は増加
傾向にある．中心市街地人口は約半数が増加し，半数が減
少していることがわかる．立地特性による分類は，「郊外
縮小型」は中心市街地人口が減少している都市はあるもの
の，減少幅が小さく，中心市街地従業者においては，3 都
市共に増加している．「大規模分散型」は人口，従業者と
もに増加している．大津市，熊本市の 2 都市は三大都市圏
や政令指定都市等の大都市とされていることから，都市が
成長していると考えられる．（図 6） 
次に，中心市街地従業者の増減率と大型店分布による郊
外商圏内における従業者で散布図を作成した． 
中心市街地従業者，郊外商圏従業者が共に増加している都
市が多く見られる．「郊外縮小型」は郊外商圏従業者の増
加幅は小さく減少している都市もあり，中心市街地従業者
の増加も見られる．中心市街地従業者が減少した都市は
「小規模無秩序型」豊田市，藤枝市，富山市，「準中心開
発型」大分市，高岡市の計 5 都市で，これらすべての都市
が郊外商圏従業者の増加が見られ，中心市街地従業者が郊
外に流出していると考えられる．（図 7） 
 これらの指標を表にまとめた．表の指標は増減率で±
1.0％，±10.0％の 2 段階で色に濃淡を与えた．バラつきは
あるものの「郊外縮小型」，「大規模分散型」は赤色が多
くでており人口，従業者，通行量が増加傾向である． 
「準中心開発型」は通行量が減少している都市が 4 都市と
他のクラスターと比べると多く，比較的中心市街地近くで
の大型店出店でも中心市街地に回遊しないことが考えら
表 3 分類指標一覧 
表 5 クラスター分析 類型結果 
表 4 クラスター分析 指標結果 
指標1 指標2 指標3 指標4
郊外商圏
面積変化
重心間距離
変化
商業地域割合 大型店規模
ｋｍ2 ｋｍ ％ ｍ2/店
1 小規模無秩序型 0.59 0.12 23.85 8638.07
2 準中心開発型 7.43 -0.04 26.37 9306.80
3 郊外縮小型 -11.84 0.78 28.24 8840.22
4 大規模分散型 22.23 0.22 53.29 9968.69
名称クラスター
指標 選定理由
郊外商圏面積変化
2012-2007
床面積で重み付けした大型店のバラつき具合
都市の拡大、縮小の指標
重心間距離変化
2012-2007
中心市街地重心から郊外商圏面積重心までの距
離
郊外化の指標
商業地域割合
（商業系地域/全地域）
商業系地域の立地した割合
秩序的な立地の指標
大型店規模
（床面積/店舗数）
1店舗当たりの床面積平均
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れる．郊外商圏従業者の減少が見られたのは「小規模無秩
序型」の大野市と「郊外商圏縮小型」の長野市であり，共
に中心市街地従業者の増加が見られる． 
 新三法改正前の郊外商圏従業者と中心市街地従業者を 
較すると，商業の郊外化が著しいのに対し，改正後は 15 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
都市が増加に転じ，さらに人口においても 2 都市が増加に
転じ，7 都市が減少幅の縮小が見られたことから，新法改
正による一定程度効果があったと考えられる．（表 6） 
 次に，中活計画による目標指標（以下，目標指標）の効
果と本研究で分析に用いた指標（以下，分析指標）増減の
関係について分析し表にまとめた．「目標指標増減」は基
準値と最新値の増減率を求めた．目標指標が人口動態等増
減率を算出できない場合は，増減数とし記した．「分析指
標増減」は表 6 で示した値を用いた．なお，空き店舗数や
販売額に関しては商業活性化に寄与しているとし，従業者
と並列した．目標指標の効果があり分析指標においても増
加したものを赤で記した．  
 全 41目標指標のうち 24の目標指標が効果ありと判定さ
れ，そのうち 18 の目標指標が分析指標増加に寄与してお
り，目標指標に係る事業の効果が分析指標増減に一定程度
影響していると考えられる．ここで，目標指標の効果があ
るにも関わらず，分析指標増加に寄与していない 6 の目標
指標について各自治体が行ったフォローアップ報告より
分析する． 
 長野市は人口増加に寄与する事業が行われたのに対し，
中心市街地人口は減少しているが，マンション建設の資金
調達の目処が立たず，事業の遅延が起きていたことが影響
していると考えられる．しかし，今後再開，さらに新たな
マンション建設予定があり増加が見込まれる． 
高岡市は中心市街地に立地していた大規模集客施設（高
岡サティ）の撤退の影響が大きく，空き店舗解消に対し従 
業者増加につながらなかった． 
 豊田市，府中市の通行量減少は基準とする年代により大 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 6 クラスター別各指標増減率 単位：％ 
図 6 中心市街地における人口，従業者増減率 
図 7 中心市街地，郊外商圏における従業者増減率 
帯広市 
藤枝市 
藤枝市 
帯広市 
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きく増減する．しかし，豊田市は大型店の売り上げ減少が
影響しており，さらに郊外商圏従業者が増加していること
から，郊外化により中心市街地従業者の減少を招いている
と考えられる．（表 7） 
 
５． 現地ヒアリング調査 
現地ヒアリング調査を行う．ヒアリング調査の対象都市
は図 6，7 より，中心市街地における人口，従業者共に増
加し，郊外商圏内における従業者密度も増加した分割立地
がある帯広市と，中心市街地従業者は減少し，郊外商圏従
業者が増加し，大型店の郊外化が見られる藤枝市とした． 
（１）帯広市 
帯広市は北海道の十勝圏を構成する 19 市町村唯一の市
として，行政サービスを多岐にわたる幅広い都市的サービ
スを行っており，帯広都市圏の人口は十勝圏全体の約 73％
が集中している． 
ヒアリング調査はあらかじめ質問事項を提出し，現地に
行きその質問事項に沿って自由に意見して頂いた．質問内
容は 1.新三法が中心市街地活性化に効いているか．2.分割
立地が見られるが，その真意と今後について． 
まず，質問 1 に関しては，まちなか居住においては，これ
までは減少傾向であったが新三法後はほぼ横ばいに推移
している．通行量は測定日によってばらつきがあるが下げ
止まっており，空き店舗等はここ 2 年ほどで改善しつつあ
り，効果はある程度あると言われている．しかし，大型店
の中心市街地への誘致に関しては，大店立地法の特例を受
けて出店しやすくしているが立地は見られない．中心市街
地には，全国資本の飲食店が入ってきており，コンビニも
多数出店している． 
質問 2 に関しては，ジョイフルエーケーは分割立地して
おり，さらに，郊外にホームセンターのコメリが分割立地
の予定がある．さらに，周辺住民からはホームセンターの
コメリを待望しており，今後の課題である． 
今後については，第一期中活計画で実施できなかった再
開発事業を第二期中活計画内に実施し，まちなかの居住人
口を増やすことに重きを置き，商工会と連携し，さらに帯 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
広市単独ではなく，十勝全体で事業を行っていくことが重
要である． 
（２）藤枝市 
藤枝駅周辺の商業地は，中心市街地を形成しているが，
藤枝市だけでなく志太榛原地域の中心市街地としての役
割が期待している．藤枝市の商業は 2 極化しており，歴史
的な商業地域は旧東海道にあり，現在の中心市街地は比較
的新しくできたものである． 
ヒアリング形式は帯広市同様に行った．質問内容は 1.
新三法が中心市街地活性化に効いているか．2.中心市街地
人口の増加に寄与した要因はなにか．3.中心市街地の大型
店（BiVi 藤枝）は周辺商店街にどのような影響を与えたか． 
質問 1 に関しては，新三法改正後，新三法施行後は旧法
のバラまきとは違って，選択と集中により効果的な支援を
受けている．その支援事業効果により，中心市街地人口，
来訪者滞在時間の増加が見られた．さらに，市民参画の意
識が向上したという効果が見られた．さらに，ソフト・ハ
ード共に面的整備によって主要エネルギー企業，就労支援
施設，美容学校等の多種多様な機能が集積してきており，
空き店舗解消もあり，周辺に波及効果を生んでいる． 
質問 2 の人口増加効果は，再開発事業や民間マンションの
建設の効果が大きく，第一期中活計画で事業化されなかっ
た再開発は第二期中活計画において，都市計画決定されて
おり今後さらなる効果が推測される． 
質問3に関しては，大規模集客施設の立地予定はないが，
出店の相談は中心市街地，郊外共にある．郊外においては，
大手ショッピングセンターの出店相談があった．2008 年に
「BiVi 藤枝」という複合施設が中心市街地に立地したが，
周辺商店街への影響は大きく，飲食店，物販店も活性化し
ており「BiVi 藤枝」のイベントを行った結果，周辺への経
済効果や空き店舗への新規出店も見られた．中心市街地従
業者の減少は大型食品スーパーの撤退により周辺店舗も
連動して撤退したことが従業者減少に寄与しており，大型
店の影響は撤退においても大きいと考えられる．今後は第
一期中活計画で事業化しなかった再開発事業を事業化さ
せ，人口，従業者，通行量の増加に大きく寄与すると考え 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 7 事業効果と指標効果の関係 単位：％ 
都市
目標指標
分類
目標指標
増減
分析指標
増減
都市
目標指標
分類
目標指標
増減
分析指標
増減
都市
目標指標
分類
目標指標
増減
分析指標
増減
都市
目標指標
分類
目標指標
増減
分析指標
増減
通行量 16.31 17.17 通行量 -25.92 -18.78 人口 1.63 -1.86 大津市 通行量 4.99 12.27
人口 -3.35 0.65 人口 4.93 9.68 通行量 -14.32 11.58 熊本市 通行量 3.29 0.85
人口 1.13 2 通行量 -16.52 -9.3 通行量 18.42 39.51
通行量 -9.5 4.11 人口 -2.05 -5.83 人口 -2.62 -0.22
空き店舗 13店舗増加 5.82 空き店舗 2％解消 2.27 通行量 4.13 1.31
人口 3.98 -3.31 通行量 1.20 22.78 販売額 -16.82 0.22
空き店舗 2店舗解消 8.96 人口 1.40 3.23
通行量 -2.95 12.79 人口 -3.22 -10.41
豊田市 通行量 4.61 -12.31 通行量 -11.06 -26.8
大野市 通行量 30.28 17.72 販売額 -7.57 -5.69
通行量 9.93 8.21 通行量 -0.16 -8.18
人口 -2.46 -0.57 人口 -8.80
人口 500人増 -2.03 通行量 14.01 -7.89
通行量 -3.67 9.24 空き店舗 20店舗解消 -3.07
藤枝市 通行量 26.48 81.63
通行量 35.81 -9.42
商店数 1店舗増加 27.9
人口 6人増 -7.49
鳥取市
富山市
金沢市
小規模無秩序型
岐阜市
帯広市
府中市
高岡市
大分市
福井市
高松市
八戸市
青森市
鹿児島市
松江市
長野市
準中心開発型 郊外縮小型 大規模分散型
クラスター1 クラスター2 クラスター3 クラスター4
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られ，中心市街地活性化が図られると推測させる． 
 
６． 結論 
2006 年のまちづくり三法改正に伴い，改正都市計画法で
は大規模集客施設の立地が厳格に規定され，中活計画によ
って中心市街地活性化にまつわる数々の事業が展開され
た． 
本研究は，まちづくり三法改正による大規模集客施設の
郊外への立地規制が実施された結果，大型店の立地傾向を
明らかにし，立地規制による課題の検証と中心市街地への
影響を検討したものである．得られた主な結論は下記の通
りである． 
（1）立地規制後の大型店の立地としては，影響力の高い
大規模集客施設の郊外立地はなく，商業地域にのみ 2 店舗
の立地があった．用途地域別の立地は新三法改正後の方が
工業系，用途地域外の立地が多く，規制を受けない大型店
は無秩序に立地していることがわかった．中心市街地から
の距離においては，法改正後は改正前と変わらず大型店の
郊外化が見られた．中でも，中心市街地から 5ｋｍ以上離
れた位置での立地が多いことがわかった．2013 年 5 月の産
経新聞によると，全国的に床面積 3,000ｍ2未満の食品スー
パーやドラッグストア等の第二種大型店の立地が増加し
ており，イオングループは郊外出店から大都市圏出店へシ
フトした． 
（2）分割立地の課題として，2 都市で見られた．青森市
のアプレ 103 は 3,023ｍ2，5,641ｍ2，8,257ｍ2の 3 分割して
合計床面積 17,321ｍ2 の大型店が工業地域で立地している
ことが確認された．帯広市のジョイフルエーケーは 3,405
ｍ2，8,376ｍ2の 2 分割して合計床面積 11,778ｍ2の大型店
が準工業地域に立地していることが確認された．帯広市で
は，ホームセンターのコメリが郊外に分割立地する予定で
あり，数は多くないものの，今後の立地規制の課題である． 
（3）大型店の中心市街地への影響は人口，従業者，通行
量の 3 指標を用いて，対象都市を大型店の立地特性で類型
化し併せてヒアリング調査を行った．多少ばらつきはある
ものの「郊外縮小型」では，比較的に人口，従業者の増加
が見られ，活性化の可能性が示唆された．郊外商圏の縮小
が中心市街地の商業活性化に一定程度効果を示した．さら
に，中心市街地における大型店の撤退が中心市街地に影響
を与えている． 
新三法改正前後で指標増減を比較すると，改正後の増加
は一定程度あり，新三法の活性化効果があると考えられる． 
総括として，中心市街地に与える影響は中活計画におけ
る事業等，多くの要因があり，大型店のみの影響を抽出す
ることは困難であったが，大型店が中心市街地活性化に一
定程度影響していることがヒアリング調査からも示唆さ
れた．今後，活性化事業，大型店の立地と撤退，住民意識
など複合的に要因を捉えて分析を行う等，研究が必要であ
る． 
 
謝辞：本論文の執筆にあたり，終始丁寧かつ有益なご指
導・ご鞭撻を承りました指導教員の高見公雄教授，副査の
福井恒明教授，さらに現地ヒアリング調査に快く御協力し
て頂いた帯広市，藤枝市の担当者の方にこの場を借りて深
く御礼申し上げます． 
 
付録 
（1）中心市街地通行量は各自治体が各自行った調査により，
測定ポイント，日時，測定対象等，統一がされておらず，
測定に対して自治体の自由度が高いため注意が必要であ
る． 
（2）時系列での大型店立地把握を行うため，まちづくり三
法，まちづくり三法改正，現在の 3 時点に合わせ用いた． 
（3）商業系は商業地域，近隣商業地域，工業系は準工業地
域，工業地域，工業専用地域，住居系は第一種・第二種低
層住居専用地域，第一種・第二種中高層住居専用地域，第
一種・第二種住居地域，準住居地域，その他は用途地域外
とした． 
（4）（5）GIS を用いて，中心市街地内における 500ｍメッ
シュの人口，従業者を抽出し按分計算により算出した． 
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